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神奈川県の概要と主な取組み



－１－

神奈川県の概要
 

－多彩な力をもつ神奈川－
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神奈川県

単位：億ドル
県（国）内総生産の国際比較

ＯＥＣＤ諸国に肩を並

べる高い経済力

人 口 ８８４万人 全国第２位

人 口 増 加 率
(自然増加数は全国第１位,社会増加数は全国第２位)

０．５７％ 全国第２位

生 産 年 齢 人 口 割 合 ６７．０％ 全国第２位

県 内 総 生 産 （ 名 目 ） ３１兆円 全国第４位

一 人 あ た り 県 民 所 得 ３２５万円 全国第５位

学 術 研 究 機 関 （ 民 営 ） ３１９事業所 全国第２位

内閣府：「平成18年度の県民経済計算について」、総務省：「平成18年事業所・企業統計調査」

指標からみた神奈川県

総務省：「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（平成21年３月31日現在）」

利便性の高い
交通ネットワーク

県民所得が高く
良好な市場環境

300以上の企業の
研究機関が集積

面積面積2,415k2,415k㎡㎡
（（全国第４２位全国第４２位))

神奈川県：『平成18年度

 

神奈川県県民経済計算』



計画期間：2007～2025年度

実 施 計 画実 施 計 画基 本 構 想基 本 構 想

基 本 理 念
神奈川力を高め、新たな時代を創造する

政策展開の６つの基本的視点

政策分野別の基本方向

地域づくりの基本方向

世界に開かれた

活力あふれる

神奈川

ともに支え

ともに創る

神奈川

ゆとりある

くらしやすい

神奈川

実現をめざす３つの神奈川

平成19年7月に新たな総合計画を策定

重点的・優先的に取り組む38のプロジェクト
例えば・・・・

PJ

 

3

 

産業集積の促進と海外との経済交流の推進
（インベスト神奈川の新たな展開など）

PJ28

 

地球温暖化対策の推進
（クリーンな自動車社会の実現など）

PJ33 羽田空港の再拡張・国際化と京浜臨海部活性化
（神奈川口構想の推進など）

計画期間：2007～2010年度

５つの地域政策圏別の主要施策

７つの政策分野別の主要施策

戦略プロジェクト

総合計画
 

－神奈川力構想－

－２－

計

 

画

 

額(2007～2010)

 

3,970億円
予算化額(2007～2009)

 

2,376億円

計

 

画

 

額(2007～2010)

 

3,970億円
予算化額(2007～2009)

 

2,376億円



インベスト神奈川
 

（神奈川県産業集積促進方策）

■施設整備等助成制度による投資促進
　－　申請企業数　７１社（７３件）
　－　総投資額　約６，０００億円
■研究開発機関の集積
　－　申請企業数　２４社
　－　総投資額　約４，２００億円
■ワンストップサービスによる外国企業の誘致
　－　誘致企業数　３０社

これまでの実績 （平成16年～21年）

味の素㈱（約400億円）

㈱リコー（約300億円）

  富士フイルム㈱研究所（約460億円）

ソニー㈱（約290億円）

日産自動車㈱ 研究所
(約580億円)

日産自動車㈱本社 (約400億円)

  富士ゼロックス㈱ (約450億円)

横河電機㈱（約240億円）

 キヤノン㈱（約210億円）

武田薬品工業㈱
（約660億円）

　 富士フイルム㈱工場（約230億円） 平成21年9月末時点
※投資額200億円以上のものを掲載

中小企業を含めた県内産業の活性化と雇用の創出が最大テーマ

－３－

◇

 

企業間、大学等の技術連携を促進

－

 

大企業から中小企業への技術移転

－

 

中小企業の独自技術を大企業で活用

－

 

産学公連携等による共同研究の推進

神奈川 Ｒ＆Ｄネットワーク構想の展開さらに・・・

◇

 

企業の施設整備等に対する全国トップ
クラスの優遇制度

◇

 

産業活性化のためのインフラ整備
◇

 

企業ニーズをワンストップで受け止め
る窓口の一本化

◇

 

企業の施設整備等に対する全国トップ
クラスの優遇制度

◇

 

産業活性化のためのインフラ整備
◇

 

企業ニーズをワンストップで受け止め
る窓口の一本化

◇

 

ものづくりを支える中小企業を応援
◇

 

企業の社会的責任(CSR)の取組を促進
◇

 

新エネルギー・ＥＶ関連産業の投資を
応援

◇

 

ものづくりを支える中小企業を応援
◇

 

企業の社会的責任(CSR)の取組を促進
◇

 

新エネルギー・ＥＶ関連産業の投資を
応援

第１ステージ（H16.10～）

第２ステージ（H19.8～H22.3）



電気自動車（ＥＶ）の本格普及に向けた取組み

１

 
ＥＶ購入時の優遇策

ＥＶを購入する際の負担軽減
■

 

国の補助金の半額を上乗せして補助
■

 

自動車取得税及び自動車税を全額免除

２

 
利用時の優遇策

■

 

有料駐車場の割引
■

 

高速道路料金の割引

４

 
その他の取組み

■

 

電気自動車（ＥＶ）シェアリングモデル事業
■

 

公用車へのEVの率先導入

３

 
充電インフラの整備

■

 

2014年度までに急速充電器を100基整備
■

 

100V･200Vコンセントを1,000基整備

EVイニシアティブかながわ
2014年までに、県内3,000台の普及

環境立県として、全国の自治体に先がけて
本格的な普及に取り組む

生産・開発拠点の
県内集積

「環境・資源問題」への
有望な切り札
地球温暖化の防止
石油依存度の低減

－４－



２
 

平成20年度の決算収支状況



○一般会計決算収支の推移

（単位：百万円）

18年度 19年度
20年度
(見込み)

歳入総額 ａ 1,654,168 1,671,172 1,681,482

歳出総額 ｂ 1,645,732 1,664,179 1,675,438

歳入歳出差引額 a-b = ｃ 8,436 6,992 6,044

翌年度に繰り越
すべき財源

ｄ 2,412 2,249 1,921

実質収支 c-d = ｅ 6,024 4,742 4,122

単年度収支
（e - 前年度実質収支）

ｆ 1,103 △ 1,281 △ 620

区　　　　分

　・平成20年度は、実質収支で41億円の黒字を確保
　  したものの、単年度収支は２年連続の赤字

○　主な企業会計決算額の推移

(単位：百万円)

18年度 19年度
20年度
(見込み)

病院事業収益 48,886 48,821 49,966

病院事業費用 48,932 48,894 49,932

純損益 △ 46 △ 73 33

経常損益 141 274 57

水道事業収益 64,342 64,505 61,845

水道事業費用 62,655 62,566 60,914

純損益 1,686 1,939 930

経常損益 1,686 2,125 991

電気事業収益 8,684 8,215 8,399

電気事業費用 7,871 7,538 7,676

純損益 813 676 722

経常損益 797 676 722

病
院
事
業
会
計

水
道
事
業
会
計

電
気
事
業
会
計

区　　　分

　・病院事業会計、水道事業会計、電気事業会計
　　いずれも３年連続で黒字を達成

決算収支の状況

－５－



健全化判断比率等（平成20年度普通会計決算）

－６－

ー
（該当なし）

ー
（該当なし）

8.9%
(全国第２位)

206.9%
(全国第13位)

ー
（該当なし）

3.75% 8.75% 25% 400%
20%

5% 15% 35%

12.8% 219.3%
都道府県

平均

※公営企業会計

ごとに算定

財政再生
基準

本県

一部事務組合、広
域連合

地方公社、第三セク
ター等

早期健全化
基準

20年度決算に基づく、本県の「健全化判断比率等」の状況

一
般
会
計

普
通
会
計

特
別
会
計

公
営
事
業

会
計

う
ち
公
営

企
業
会
計

実
質
赤
字

比
率

資
金
不

足
比
率

連
結
実
質
赤
字

比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

(経営健全化基準)

（参考）各種財政指標における全国順位

区分
20年度
決算

（速報※）

19年度
決算

財政力指数 第３位 第３位

経常収支比率 第３９位 第２７位

人口一人当たり人件費・
物件費等決算額 第１位 第１位

ラスパイレス指数 （算定中） 第４３位

人口一人当たり
地方債現在高 第１位 第１位

人口10万人当たり
職員数

（算定中） 第１位

※20年度決算の速報値は、本県調べによる。

　ラスパイレス指数、職員数は12月に総務省から公表予定



３
 

財政構造と財政健全化への取組み



（単位：億円、％）

平 成 21 年 度 平 成 20 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額
Ａ Ｂ Ａ／Ｂ

【17,247】 【17,432】 【98.9】

15,648 16,832 93.0

9,158 8,757 104.6

うち公債管理特別会計 5,211 5,000 104.2

1,609 2,041 78.8

26,415 27,631 95.6

注）　【　】は、特別会計に計上した臨時財政対策債（平成21年度1,599億円、20年度600億円）

を一般会計に含めた実質の会計規模を示す。

伸 率

総　　計

特別会計（16会計）

企業会計（６会計）

区　　分

一　 般　 会　 計

【平成21年度当初予算】

一般会計

１兆5,648億円
公債管理特別会計

5,211億円

その他の特別会計

3,946億円

企業会計1,609億円

神奈川県の財政規模

14,34415,518
16,322

17,368 18,039
18,524 18,18617,594 17,401 17,463 17,442 17,606

17,100
16,093

15,225
16,050 16,061 16,457 16,641 16,754

10,000

15,000

20,000

（億円）

元 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ 1４ 1５ １６ １７ １８ １９ ２０(見込)（年度）

【歳出決算額（一般会計）の推移】

－７－



歳 入 構 造

県税
62.9%

国庫支出金
9.2%

県債
15.7%

依存財源
31.4%

自主財源
68.6%

その他依存財源

3.9%

地方交付税
2.6%

その他自主財源

3.7%

使用料及び

手数料

2.0%

歳入総額
１兆7,247億円

○平成21年度実質的当初予算歳入内訳

 （臨時財政対策債を含む一般会計ベース）

県税など自主財源の割合が高い歳入構造

○平成20年度普通会計決算(歳入)

－８－

○

 

本県の県税収入のシェア69.3％は、都道府県平均の
シェア41.7％と比較して、極めて高く、財政の自主性
が高い歳入構造となっている。

 
○

 

個人住民税への税源移譲や法人事業税の外形標準課
税の導入により、従前に比べれば安定的な税収構造に
なったものの、法人事業税・法人県民税の法人二税を
主力とする税収構造のため、景気変動の影響を受けや
すい。

地方税
41.7%

その他の税
28.7%

国庫
支出金
12.0%

その他
自主財源
16.1%

地方交付税
16.9%

法人二税
13.0%

10%

自主財源 依存財源

国庫
支出金
10.7

%

その

他

自主

財源

6.4

%

地
方
債

11.6%

70% 80%20%0% 30% 40% 50% 60%

神奈川県

都道府県（速報）

100%

地
方
債

12.4%

90%

法人二税
20.7%

その他の税
48.6%

地方税
69.3%

その他依存
財源0.9%

その他依存

財源1.0%

地方交付税

1.0%



歳 出 構 造

一般職員
5.0%

その他義務
的経費
15.1%

投資的経費
9.1%

その他
10.5%

教育職員
30.5%

警察職員
10.0%

公債費
10.0%

恩給費
0.0%

税交付金等
9.8%

80.4%

19.6%

歳出総額
１兆7,247億円

人件費
45.5%

政策的経費

義務的経費

義務的経費の割合が高い歳出構造

○平成20年度普通会計決算(歳出)

－９－

○

 

政令２市を抱え、法令に基づき政令市が県に代わって

 
道路事業や福祉施策等を行うため、政策的経費のシェア
が低い。

○

 

一方、法令基準により定数が定められている教職員と
警察官の人件費（特に政令市を含む市町村立小中学校の
教職員給与）を県が負担していることから、人件費の

 
シェアが高く、公債費などを含めた義務的経費の割合が
高くなっている。

神奈川県

0%

人件費
31.1%

公債費
14.2%

その他の経費
（補助費等）

33.5%

公債費
11.5%

投資的
経費

15.2%

投資的
経費

8.2%

人件費
44.3%

20% 30% 40%

その他の経費
（補助費等）

37.6%

90% 100

都道府県（速報）

政策的経費義務的経費

50% 60% 70% 80%10%

扶助費
1.8%

扶助費

2.4%

○平成21年度実質的当初予算歳出内訳

 （臨時財政対策債を含む一般会計ベース）



県税収入の推移

10,658 10,850

12,805

12,517

9,991
9,744

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

(億円)

 

法人事業税

法人県民税

個人県民税

その他の税

地方消費税

19年度から、所得税
（国税）から個人住民
税（地方税）へ本格的

に税源が移譲。

実質収入額

（年度）

法人二税

5,221

2,184 2,288

※19年度までは決算、20年度は決算(見込)、21年度は当初予算

○

 

法人関係税の占める割合が高く、景気変動の影響を受けやすい不安定な税収構造

－10－



27,622

26,642

28,151

28,920

22,347

23,783

25,562

29,495

31,231

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

臨時財政対策債

一般会計

一般会計新規発行額

現在高

（億円）

※　19年度までは決算、20年度は決算(見込)、21年度は当初予算 （年度）

【県債発行額と現在高の推移】
（一般会計＋臨時財政対策債）

23,686

5,808

2,073

2,102

24,038

7,193

2,043

2,022

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

15 16 17 18 19 20 21

企業会計

特別会計（※）

臨時財政対策債

一般会計

（年度）

（億円）

○県債現在高の推移（全会計）

・一般会計は、ほぼ横ばい
・臨財債を除く特別会計、企業会計は減少

発行額

（億円）

県債新規発行額と現在高の推移

・

 

交付税の代替措置である臨時財政対策債の現在高は増加
・

 

新規発行額の抑制により、一般会計県債現在高は横ばい
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行政システム改革の取組み

行政システム改革行政システム改革の中期方針の中期方針

 

（（平成平成1616～～1818年度年度))

行政システム改革行政システム改革基本方針基本方針
（（平成平成1919～～2222年度年度))

行政システム改革基本方針：主な目標の進捗状況

職員数の削減
知事部局・病院事業庁職員数の1,500人以上削減

『『３つの１０％目標３つの１０％目標』』

（（平成９年度平成９年度)) 県政をとりまく

 
環境の変化

20

45

35 34 31

25 24
16

0

10

20

30

40

50

Ｈ５ Ｈ15 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 H23
（年度当初)

（法人）

（ピーク時）

基本方針

の目標

△19法人

第三セクターの見直し
県主導第三セクターを16法人に見直し

10,720

10 ,470

13,783

11,970
11,720

11,400
11,150

10,870

10 ,470

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

Ｓ49 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 H21 H22
（年度当初)

（人）

△1,500人

(ピーク時)

基本方針
の目標

△1,500人

目標を１年前
倒しで達成

目標目標 目標目標

【【今後の取組み今後の取組み】】
・・

 

【【2121年年1010月月】】

 

県庁県庁改革基本方針改革基本方針（（平成平成2121～～2626年度年度))策定策定
県民の県政に対する負託に応え、より信頼される県庁へ改革

・・

 

【【2121年度中年度中】】

 

改革改革戦略プラン戦略プラン（（平成平成2121～～2222年度年度))

 

策定予定策定予定
県庁改革基本方針に基づき、具体的に取り組む内容や工程を策定

組織数の削減、職員数の削減、県債発行の組織数の削減、職員数の削減、県債発行の
適正化（「自主財源の適正化（「自主財源の1010％以内に抑制」）％以内に抑制」）

－12－



第三セクター数の推移（指数による全国との比較）

Ｈ５ Ｈ８ Ｈ11 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20

100

113

123
123

108
109112

117121

101
99 97

89
91

969596

91
87

78

53

56

69

76
78

40

70

100

130

　第三セクター数の推移（指数による全国との比較）

全国の第三セクターの指数

神奈川県の第三セクターの指数

県主導第三セクターの指数

(45法人) (4 1 法人) ( 3 9 法人) (3 5 法人) (3 1 法人)

(2 5 法人)

(3 4 法人)(3 5 法人)

(2 4 法人)

H21
20法人

（△４）

出資率区分 法人名（県出資等比率） 法人数

（財）神奈川芸術文化財団(100.00%)

（財）地球環境戦略研究機関(100.00%)

（財）神奈川産業振興センター(100.00%)

神奈川県道路公社(100.00%) 

（財）神奈川県ふれあい教育振興協会(100.00%)

（財）かながわ考古学財団(100.00%)

（財)かながわトラストみどり財団(91.74%)

（社)かながわ森林づくり公社(89.97%)

（財）かながわ海岸美化財団(78.24%)

100%未満 （財)神奈川県栽培漁業協会(72.65%)

50%以上 （財）神奈川科学技術ｱｶﾃﾞﾐｰ(66.75%) 9

（財）神奈川文学振興会(58.89%)

（財）神奈川県下水道公社(50.00%)

神奈川県住宅供給公社(50.00%)

（財）神奈川県暴力追放推進センター(50.00%)

（株）湘南国際村協会(40.00%)

（福）神奈川県総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ事業団(37.04%) 

（社）神奈川県農業公社(33.39%)

（財）かながわ国際交流財団(24.42%)

（財）かながわ健康財団(17.16%)

・　県出資等比率は平成21年７月１日現在

・　下線は、20年度決算が赤字であった法人（８法人）

※　県の出資等比率が25％以上で、かつ、県の出資等比率が最も大きい

　法人や、県行政と密接な関係を有する法人など、県が主体的に指導す

　る必要があるものとして認定した第三セクター

2

3

100%

50%未満

25%以上

25%未満

6

県主導第三セクター（※）一覧
（平成２１年７月１日現在・20法人）
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・（株）湘南なぎさパーク
・（財）神奈川県企業庁サービス協会
・（財）神奈川県教育福祉振興会

・（福）神奈川県社会福祉事業団 →第三セクターを離れた
社会福祉法人へ移行

 

（H21.3.31)

→自立化 （H21.3.31)



県主導第三セクターの見直し

249億円

177億円

117億円 119億円

80億円 75億円 81億円 77億円

0億円

100億円

200億円

300億円

５年度 ９年度 12年度 15年度 18年度 19年度 20年度 21年度

財政的支援（補助金、貸付金、負担金）の推移
～　ピーク時の平成５年度から△172億円　～

204人

173人

118人 122人

44人
32人

28人
20人

0人

100人

200人

300人

７年度 ９年度 12年度 15年度 18年度 19年度 20年度 21年度

人的支援（神奈川県職員の派遣）の推移
～　ピーク時の平成７年度から△184人　～

（ピーク時）

（ピーク時）
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12法人

8法人

0法人

10法人

黒字

（当期正味財産増加等）

赤字

（当期正味財産減少等）

黒字・赤字（平成20年度決算）の法人数(※)

3,229億円
2,441億円

正味財産等

 788億円

0億円

2,000億円

4,000億円

資産 負債

資産・負債の状況（平成20年度末）(※)

※ 平成20年度末の県主導第三セクターの状況を示す



４
 

平成21年度・22年度の財政運営



平成21年度・22年度の財政収支見通し

　■ 雇用情勢の一層の悪化

　■ 景気の下ぶれ懸念

◎平成21年度財政収支見通し ◎平成22年度財政収支見通し
（単位：億円）

県税収入

その他

歳入　計 A

義務的経費

　　　　うち　公債費

　　　　　　　介護・措置・医療関係費

　　　　　　　人件費

　　　　　　　その他

政策的経費

歳出　計  B

財源不足額 A-B

＋ 360

＋ 450

△ 1,250

現　下　の　経　済　情　勢

平成21年度当初
予算からの増減項　目

△ 1,300

＋ 500

△ 800

＋ 90

＋ 330 

＋ 70 

△ 60 

△ 250 

先行きは依然不透明

県税収入は21年度当初予算に対し

５００億円を超える減収見通し

・法人業績の予想以上の落ち込み
・消費関連税目も減収見通し

企業収益は２期連続で
減益決算が見込まれる

うち　国補正対応
基金事業　　+250

予算編成通知
時点の財源不足

△1,350億円

更なる税収減で
財源不足拡大

△2,030億円

【21年度当初予算】
　・交付税・臨時財政対策債の増（＋1,279億円）
　・人件費の減（△223億円）

　・施策・事業の見直し（△263億円）

　　　・・・等により、 財源不足を解消

１月
時点

しかしながら・・・・

－15－



平成22年度当初予算の編成について

◆緊急財政対策プロジｪクトチｰムを中心に
大胆な発想の下、全庁一丸となって改革に取り組み

■

 
あらゆる施策・事業や組織・執行体制の抜本的見直し

■

 
歳入の確保

－16－

強力に推進

◆22年度予算編成方針
■

 
聖域を設けず、あらゆる施策・事業について、根底に立ち返り、

休廃止含めて見直し、財源を捻出
■

 
「財政の強化・安定」（｢県庁改革基本方針｣）に掲げられた５つの柱

の確実な取組み

厳しさが続いている現下の社会経済情勢から、
県民生活に深く関わる喫緊の課題には的確に対応

・

 

内部管理経費の節減

 

・県債の新規発行の抑制
・

 

施策・事業の見直し

 

・国への提言・働きかけ
・

 

自主財源の確保



５
 

起債運営について



起債運営の健全性を確保しつつ、安定的な資金調達を目指す

起債運営の基本的な考え方

起債運営の健全性の確保

　■ 新規発行額の抑制により、県債現在高の縮減を目指す

　■ 償還財源を着実に確保

安定的な資金調達

　■ 開かれた市場を通じた資金調達

　■ 「市場との対話」「信頼関係の構築」を重視した起債

　■ 年間を通じ計画的な発行による「買いやすい」県債

　■ 超長期市場公募債も定期的に発行

－17－



4 43
187

318

691

987

1,354
1,416

1,783

2,203
2,309

2,714
2,859

3,349

3,570

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

（億円）

 

【県債管理基金（満期一括償還分）の推移】

※

 

19年度までは決算、20年度は決算(見込)、21年度は当初予算

満期一括償還に備えた県債管理基金への積立て

償還財源の確保
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市場を通じた資金調達

1,750億円

3,400億円

4,360億円

3,400億円 3,460億円 3,390億円
3,740億円

700億円

4,390億円

0億円

1,000億円

2,000億円

3,000億円

4,000億円

5,000億円

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 1８年度 19年度 20年度 21年度
見込み

政府系資金等

銀行等引受債

市場公募債

市場公募債

銀行等引受債

政府系資金

・資金調達の80％以上が市場公募債、開かれた市場を通じた資金調達を推進
・調達手法の多様化、公債費負担の軽減を図るため、銀行等引受債にも取組む

－19－



○

 

基幹的な１０年債・５年債は、年間を通じて定期的・計画的に発行
○

 

超長期債も定期的に発行

【平成２１年度神奈川県市場公募債発行計画】
（単位：億円）

21年 22年

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

200 200 200 200 200 200 200 200 200 -    200 -    -      2,000  

200 200 - -    -    200 -    200 -    200 -    200 -      1,200  

-    -    -    50   -    -    -    -    -    -    40   -    -      90      

-    -    -
200 

- -    - - 400   程度 600    程度

400 400 200 450 200 400 200 400 200 200 240 200 400   程度 3,890  程度

100 100 100 100 -    -    100 -    100 -    -    -    -      600    

500 500 300 550 200 400 300 400 300 200 240 200 400   程度 4,490  程度

注　発行時期や額、年限などは今後変更となる可能性もあります。

合　　計

その他

　　合　　　　　計

区　　　　　分

10年債

　　共同発行債

５年債

かながわ県民債

超長期債

　　小　　　　　計

時期等
未定分

（20年債）
（20年債） （20年債）

平成21年度市場公募債発行計画

－20－



｜政策部財政課
横浜市中区日本大通１

 

〒231-8588

 

電話(045)210-2269・2270（直通）

県債ホームページアドレス http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/01/1103/kensai/kensai.html  

携帯電話向けアドレス   http://www.pref.kanagawa.jp/i/01/1103/i-kensai.htm 

この資料は、神奈川県債の購入をご検討いただいている投資家の方々に、神奈川県の財政状況や起債運営について

 説明することを目的とするものであり、特定の債券の売り出しまたは募集を意図するものではありません。
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